


目       次 
 
 
 

一 般 会 計                 １ 

 

国民健康保険特別会計               ２０１ 

 

山田財産区特別会計               ３０１ 

 

春日財産区特別会計               ４０１ 

 

介護保険特別会計               ５０１ 

 

後期高齢者医療特別会計               ６０１ 

１８３

２１１

２２０

２３１

２６７



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一 般 会 計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

－ － 

議案第６号 
 

令和５年度 大阪府南河内郡太子町一般会計予算 
 

令和５年度大阪府南河内郡太子町の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
（歳入歳出予算） 
 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６，００２，９６２千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 
 
（債務負担行為） 
 
第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 
 
（地方債） 
 
第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 
 
（一時借入金） 
 
第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 

１，０００，０００千円と定める。 
 
（歳出予算の流用） 
 
第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を

流用することができる場合は、次のとおりと定める。 
（１） 各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合にお

ける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 
 
 
 

令和５年３月１日 提出

太子町長 田 中 祐 二 
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　歳　入 (単位 ： 千円) 

1　 町税

1　 市町村民税

2　 固定資産税

3　 軽自動車税

4　 市町村たばこ税

5　 入湯税

2　 地方譲与税

1　 地方揮発油譲与税

2　 自動車重量譲与税

3　 森林環境譲与税

3　 利子割交付金

1　 利子割交付金

4　 配当割交付金

1　 配当割交付金

5　 株式等譲渡所得割交付金

1　 株式等譲渡所得割交付金

6　 法人事業税交付金

1　 法人事業税交付金

7　 地方消費税交付金

1　 地方消費税交付金

8　 ゴルフ場利用税交付金

1　 ゴルフ場利用税交付金

9　 環境性能割交付金

1　 環境性能割交付金

10　 地方特例交付金

1　 地方特例交付金

11　 地方交付税

1　 地方交付税

12　 交通安全対策特別交付金

1　 交通安全対策特別交付金

13　 分担金及び負担金

款 項 金　　　額

第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算
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(単位 ： 千円) 

1　 負担金

14　 使用料及び手数料

1　 使用料

2　 手数料

15　 国庫支出金

1　 国庫負担金

2　 国庫補助金

3　 国庫委託金

16　 府支出金

1　 府負担金

2　 府補助金

3　 府委託金

17　 財産収入

1　 財産売払収入

2　 財産運用収入

18　 寄付金

1　 寄付金

19　 繰入金

1　 基金繰入金

2　 特別会計繰入金

20　 繰越金

1　 繰越金

21　 諸収入

1　 町預金利子

2　 延滞金加算金

3　 受託事業収入

4　 雑入

22　 町債

1　 町債

款 項 金　　　額

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 
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　歳　出 (単位 ： 千円) 

1　 議会費

1　 議会費

2　 総務費

1　 総務管理費

2　 徴税費

3　 戸籍住民登録費

4　 選挙費

5　 統計調査費

6　 監査委員費

3　 民生費

1　 社会福祉費

2　 児童福祉費

4　 衛生費

1　 保健衛生費

2　 清掃費

5　 農林水産業費

1　 農業費

2　 林業費

6　 商工費

1　 商工費

7　 土木費

1　 道路橋梁費

2　 河川費

3　 都市計画費

8　 消防費

1　 消防費

9　 教育費

1　 教育総務費

2　 磯長小学校費

3　 山田小学校費

4　 中学校費

款 項 金　　　額
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(単位 ： 千円) 

5　 幼稚園費

6　 社会教育費

7　 保健体育費

8　 文化財保護費

10　 災害復旧費

1　 農林水産業施設災害復旧費

2　 公共土木施設災害復旧費

11　 公債費

1　 公債費

12　 予備費

1　 予備費

款 項 金　　　額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 
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第２表 債 務 負 担 行 為 

 

事 項 期 間 限 度 額

令 和 ６ 年 度 課 税 業 務 委 託 事 業
令和５年度から

令和６年度まで
千円

子 ど も ・ 子 育 て 支 援 事 業 計 画

策 定 業 務 委 託 事 業
令和６年度 千円

と く と く 健 診 （ 集 団 健 診 ） 事 業
令和５年度から

令和６年度まで
千円

健 康 マ イ レ ー ジ 事 業
令和５年度から

令和６年度まで
千円

図 書 シ ス テ ム 整 備 事 業
令和５年度から

令和６年度まで
千円
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第３表 地 方 債 

 

起債の目的 限度額 起債

の

方法

利 率 資

金

区

分

償 還 の 方 法

償還

期限

左の

うち

据置

期間

償還

方法

そ の 他

イ ベ ン ト 広 場

改 修 事 業 千円

証 書

借 入

又は

証 券

発 行

年５．０％

以 内

（但し、利

率 見 直 し

方 式 で 借

り 入 れ る

政 府 資 金

及 び 地 方

公 共 団 体

金 融 機 構

資 金 に つ

いて、利率

見 直 し を

行 っ た 後

に お い て

は、当該見

直 し 後 の

利率）

政

府

そ

の

他

年

以内

５年

以内

年賦又

は半年

賦、元

利均等

又は元

金均等

償還

左記条件

の範囲内に

おいて、借

入先に融資

条件がある

場合その条

件に従うこ

と が で き

る。

但し、町

財政の都合

により償還

期限及び据

置期間を短

縮し、又は

繰上償還も

しくは低利

に借換えす

ることがで

きる。

農 業 用 水 路

改 修 事 業 千円

町 道 老 朽 化

対 策 事 業 千円

橋梁等保全事業

千円

緊急浚渫推進事業

千円

公 園 整 備 事 業

千円

消防設備整備事業

千円

歴 史 資 料 館

改 修 事 業 千円
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起債の目的 限度額 起債

の

方法

利 率 資

金

区

分

償 還 の 方 法

償還

期限

左の

うち

据置

期間

償還

方法

そ の 他

総合スポーツ公園

改 修 事 業 千円

証 書

借 入

又は

証 券

発 行

年５．０％

以 内

（但し、利

率 見 直 し

方 式 で 借

り 入 れ る

政 府 資 金

及 び 地 方

公 共 団 体

金 融 機 構

資 金 に つ

いて、利率

見 直 し を

行 っ た 後

に お い て

は、当該見

直 し 後 の

利率）

政

府

そ

の

他

年

以内

５年

以内

年賦又

は半年

賦、元

利均等

又は元

金均等

償還

左記条件

の範囲内に

おいて、借

入先に融資

条件がある

場合その条

件に従うこ

と が で き

る。

但し、町

財政の都合

により償還

期限及び据

置期間を短

縮し、又は

繰上償還も

しくは低利

に借換えす

ることがで

きる。

臨時財政対策債

千円
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 歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



１　総　　括

(単位 ： 千円) 

1　 町税 △14,220

2　 地方譲与税 △135

3　 利子割交付金 △400

4　 配当割交付金

5　 株式等譲渡所得割交付金

6　 法人事業税交付金

7　 地方消費税交付金

8　 ゴルフ場利用税交付金 △1,000

9　 環境性能割交付金

10　 地方特例交付金

11　 地方交付税

12　 交通安全対策特別交付金 △1,000

13　 分担金及び負担金

14　 使用料及び手数料

15　 国庫支出金 △41,269

16　 府支出金

17　 財産収入 △3,839

18　 寄付金

19　 繰入金

20　 繰越金

21　 諸収入

22　 町債 △37,200

歳　入　合　計

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款 比　　　較本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

　歳　入
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(単位 ： 千円) 

一　般

財　源

1　 議会費

2　 総務費

3　 民生費

4　 衛生費 △21,601

5　 農林水産業費

6　 商工費 △2,683

7　 土木費

8　 消防費

9　 教育費

10　 災害復旧費

11　 公債費 △11,369

12　 予備費

その他

款

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

歳 出 合 計

本 年 度
　

予 算 額

前 年 度
　

予 算 額
比　較 特　　定　　財　　源

国府支出金 地方債

　歳　出
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給 与 費 明 細 書 

 

 

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書 

 

 

地 方 債 に 関 す る 調 書 

 

 



（単位：千円）

（人）

長　等

議　員

その他

計

長　等

議　員

その他

計

長　等 △ 2,542

議　員

その他

計 △ 1,523

（１）　総　　括 （単位：千円）

報　酬 給　料 職員手当 計

本年度

前年度

比　較 △ 3,385 △ 4,040 △ 17,647 △ 25,072

　　　　　　　　注）（　）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を外書きしたもの。

（単位：千円）

区　分 扶養手当 地域手当 時間外勤務手当 管理職手当 管理職員特別
勤 務 手 当 児童手当 退職手当

本年度

前年度

比　較 △ 120 △ 260 △ 3,424 △ 550 △ 21,975

 ア 会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

給　料 職員手当 計

本年度

前年度

比　較 △ 4,040 △ 18,492 △ 22,532 △ 6,550

　　　　　　　　注）（　）内は、再任用短時間勤務職員を外書きしたもの。

（単位：千円）

区　分 扶養手当 地域手当 時間外勤務手当 管理職手当 管理職員特別
勤 務 手 当 児童手当 退職手当

本年度

前年度

比　較 △ 120 △ 260 △ 3,424 △ 550 △ 21,975

合 　計

△ 4,206

△ 5,476

期末勤勉手当

共 済 費

期末勤勉手当

△ 4,206

給　与　費　明　細　書

報　　酬 給　　料 期末手当 地域手当

１．特　別　職

合 　計

本年度

給　　　　　　与　　　　　　費

その他
の手当

区　　　　分

　
職員数

計 共 済 費

前年度

比較

区 　分 職員数（人）

△ 3,982

備　考

２．一　般　職

職員数（人）区 　分

職員手当
の内訳

職員手当
の内訳

給　　　与　　　費
共 済 費

△ 29,082

△ 2,719

△ 499

△ 30,548

住居手当

通勤手当

△ 499

備　考

△ 680

備　考

通勤手当

△ 244

合 　計
給　　　与　　　費

△ 680

住居手当

- 177 -
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 イ 会計年度任用職員 （単位：千円）

報　酬 期末手当 計

本年度

前年度

比　較 △ 3,385 △ 2,540

区　　分 増減額

52名

117名

74名

43名

43名

207名

73名

24名

28名

0名

 ア 会計年度任用職員以外の職員

区　　分 増減額

52名

117名

74名

43名

43名

117名

73名

24名

28名

0名

△ 4,040

その他

会計間異動に係る増減

令和4年人事院勧告に伴う増減分 748千円 職員の状況

△ 4,040

給与改定に伴う増減分 令和4年人事院勧告に伴う増減分

給与改定に伴う増減分

会計間異動に係る増減その他の増減分

270千円

△680千円

令和5年度各手当支給人数

退職手当

児童手当

5,085千円

通勤手当

住居手当

△ 17,647

△120千円

△10,038千円

△3,424千円

扶養手当

△ 9,873

職員手当

児童手当

退職手当

退職・採用に係る増減

平均昇給率　　1.36％

退職・採用に係る増減

制度改正に伴う増減分

給　　料

令和5年度各手当支給人数

△ 21,999

△260千円

管理職手当

期末勤勉手当

880千円

△120千円

時間外勤務手当

△31千円

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増減事由別内訳（千円）

昇給に伴う増減分

その他の増減分

令和5年度各手当増減

扶養手当

説　　　　　　明

196千円

△ 1,466

748千円

通勤手当

住居手当

説　　　　　　明

5,085千円

管理職手当

期末勤勉手当　支給月数の引上げ

職員の状況

管理職員特別勤務手当

平均昇給率　　1.36％

時間外勤務手当

昇給に伴う増減分

制度改正に伴う増減分
期末勤勉手当　4.30月から4.40月
へ引上げ

△ 9,873

その他の増減分

増減事由別内訳（千円）

管理職員特別勤務手当

4,352千円

その他 196千円

△ 18,492

地域手当

共 済 費
給　　　与　　　費

区 　分 備　考
職員数
（人）

合 　計

△10,038千円

△21,975千円

270千円

4,359千円

△499千円

△680千円

通勤手当

職員手当

管理職員特別勤務手当

期末勤勉手当

通勤手当

住居手当

△260千円

退職手当

管理職手当

期末勤勉手当

時間外勤務手当

給　　料

時間外勤務手当

管理職手当

その他の増減分 △ 22,844

3,514千円

地域手当

880千円

△3,424千円

児童手当

扶養手当

△31千円

令和5年度各手当増減

4,352千円

住居手当

管理職員特別勤務手当

△550千円

△550千円

△499千円

前　年　度　　258名

備　　　　　　　考

本　年　度　　117名

期末勤勉手当

備　　　　　　　考

扶養手当

地域手当

本　年　度　　279名

地域手当

前　年　度　　117名

児童手当

退職手当△21,975千円

報　　酬 △ 3,385 その他の増減分 △ 3,385 任用に係る増減 △3,385千円

- 178 -
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 イ 会計年度任用職員

区　　分 増減額

90名

７　級

６　級

５　級

４　級

３　級

２　級

１　級

計

　エ　昇給期間短縮

（人）

（人）

1号 （人）

2号 （人）

3号 （人）

4号 （人）

（％）

その他の増減分

845千円
期末手当

令和5年度各手当増減分

期末手当

報　　酬 △ 3,385 △ 3,385 任用に係る増減 △3,385千円

備　　　　　　　考

職員の状況

高校卒

令和5年度期末手当支給人数

　イ　初　任　給

185,200円

一　　般　　職

比　　率　（Ｂ）／（Ａ）

期末手当

191,700円

その他の増減分

一　　般　　職

大学卒

平均給料月額（円）

増減事由別内訳（千円） 説　　　　　　明

前　　年　　度

一　　般　　職

昇給に係る職員数（Ｂ）

区　　　　　　　　　　　　　分

区　分 一　　般　　職

令和4年4月1日現在

号給数別内訳

令和4年4月1日現在

構成比（％）

平 均  年 齢（歳） 短大卒

一　　般　　職

令和5年4月1日現在

平均給与月額（円）

一　　般　　職区　分

平均給与月額（円）

平均給料月額（円）

　ウ　級別職員数

（３）給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たりの給与

令和5年4月1日現在

平 均  年 齢（歳）

区　　　　　　　　　分

職　　 員 　　数（Ａ）

構成比（％）

本　　年　　度

職員数（人） 職員数（人）

部長の職務

国　の　制　度

一　　般　　職

課長の職務

級別の標準的な職務内容

主事補、技師補の職務

主査の職務

副主査の職務

本　年　度　　162名

前　年　度　　141名

175,300円

154,600円164,100円

主事、技師の職務

課長補佐の職務
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本年度

前年度

国の制度

　　　　　　　　注）（　）内は、再任用職員を外書きしたもの。

支給率等

国の制度

（％）

（人）

（％）

　ケ　その他の手当

６月（月分）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

（月分）

有

最高限度

無

支　給　対　象　職　員　数

（月分） （月分） （月分）

　ク　特殊勤務手当

無

　オ　期末手当・勤勉手当

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

支　給　率　計

（月分）

支 　給　 期　 別　 支　 給　 率

国の指定基準に基づく支給率

区　分
20年勤続の者

　キ　地域手当

１２月（月分）

住居手当 同　　　じ

全　　地　　域

区　　　　分

同　　　じ

国の制度との異同 差異の内容

25年勤続の者

支　　給　　対　　象　　地　　域

通勤手当 同　　　じ

支　　　　　給　　　　　率

区　分

扶養手当

なし

その他の35年勤続の者
加算措置等

備　考
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（単位：千円）

事　　　　　　　項 限 度 額

期　間 金　額 期　間 金　額 国・府 地方債 その他

平成30年度 令和5年度

～ ～

令和4年度 令和9年度

平成31年度

～ 令和5年度

令和4年度

平成31年度 令和5年度

～ ～

令和4年度 令和6年度

平成31年度

～ 令和5年度

令和4年度

平成31年度

～ 令和5年度

令和4年度

平成31年度

～ 令和5年度

令和4年度

平成31年度

～ 令和5年度

令和4年度

令和2年度 令和5年度

～ ～

令和4年度 令和6年度

令和2年度 令和5年度

～ ～

令和4年度 令和6年度

令和2年度

～ 令和5年度

令和4年度

令和2年度 令和5年度

～ ～

令和4年度 令和6年度

令和3年度 令和5年度

～ ～

令和4年度 令和7年度

令和4年度 令和5年度

令和4年度 令和5年度

令和5年度

令和4年度 令和5年度

令和4年度 令和5年度

令和 年度評価替えに係る路線価算定
業務及び航空写真撮影業務委託事業

令和 年度課税業務委託事業

指令センター改修事業（広域化
改修）

庶 務 事 務 シ ス テ ム 整 備 事 業

スポーツトラクター整備事業

照 明 （ 道 路 ・ 公 園 ・
防 犯 灯 ） 導 入 事 業

自 治 体 ク ラ ウ ド 推 進 事 業

事 業

前年度末までの

支出（見込）額
一般財源

特　　定　　財　　源

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

当 該 年 度 以 降 の 左　　の　　財　　源　　内　　訳

支 出 予 定 額

図 書 シ ス テ ム 整 備 事 業

とくとく健診 集団健診 事業

土 木 積 算 シ ス テ ム 整 備 事 業

小 中 学 校 パ ソ コ ン 整 備 事 業
（ 校 務 用 パ ソ コ ン ）

滞 納 管 理 シ ス テ ム 整 備 事 業

事 業

給 食 業 務 委 託 事 業

自 治 体 ク ラ ウ ド 推 進 事 業

自 治 体 ク ラ ウ ド 推 進 事 業
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（単位：千円）

当該年度中
起債見込額

当該年度中
元 金 償 還
見 込 額

（１）総　　　 　 務

（２）民　　　 　 生

（３）衛　　　　　生

（４）農  林  水  産

（５）商　　　　  工

（６）土　　　　  木

（７）消　　　　  防

（８）教　　　　  育

（１）公  共  土  木

（１）減 税 補 塡 債

（２）臨時税収補塡債　

（３）臨時財政対策債　　

（４）減 収 補 塡 債

当 該 年 度
末 現 在 高
見 込 額

１．普　　　　通　　　　債

２．災　 害 　復　 旧　 費

３．そ　　　　の　　　　他

合　　　　　　　計

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区　　　　　　分
前々年度末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高
見 込 額

当 該 年 度 中 増 減 見 込
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